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不動産流通システムの改革と良質な住宅ストックの供給

流通市場で循環していない我が国の住宅ストック

【現状】

流通市場で循環していない我が国の住宅ストック
・5760万戸の住宅ストックに対し、市場で流通している中古住宅は１７万戸（H20）。
全流通量に占めるシェアは13.5％で、欧米（アメリカ77.6％、イギリス88.8％）に比べ低水準。

・欧米に比べ、短い住宅寿命（日本２７年、アメリカ６７年、イギリス８１年）。
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欧米に比 、短い住宅寿命（日本２７年、アメリカ６７年、イギリス８１年）。

・住宅の市場価値は、経年により減少。戸建住宅の場合、広さ・性能・品質にかかわらず築後２０年で価格はほぼゼロに。

【対策】
良質な住宅ストックの供給不動産流通システムの改革

リフォームの促進

定期借家制度を活用
した住み替え支援

⇒不動産の市場価値の向上 ⇒不動産の性能・品質の向上

耐震・省エネ改修

物件情報の充実

高齢者の持家
の賃貸化

適切な資産評価

サービス付き高
齢者向け住宅へ
の住み替え等

宅建業者

コンサルティング
機能の向上

中小工務店等

技術力の向上

住宅の性能・品質の明確化
再生（リファイニング）

物件情報の充実の住み替え等

消費者ニーズへの対応

資材購入
雇用

機械リース等

蓄電池

住宅の性能 品質の明確化

インスペクション 住宅性能表示制度
耐久消費財の需要増

1地域の中小工務店等へ
の経済波及

耐久消費財購入等
２次的波及効果

中古住宅・リフォームの
市場規模を２０兆円に倍増

【目標・効果】



インフラの更新等への民間資金の活用

制度拡充等を踏まえ ／ のプ ジ クトを推進

ＰＰＰ／ＰＦＩのプロジェクトの推進

ＰＦＩ制度拡充等を踏まえ、ＰＰＰ／ＰＦＩのプロジェクトを推進。
→国土交通省関連のＰＰＰ／ＰＦＩ事業費について２０２０年までの合計で新たに２兆円（従前の約２倍）実施。

①空港における公共施設等運営権制度（コンセッション方式）の活用 ＜関西国際空港（関空）＞ ＜大阪国際空港（伊丹）＞

・関空・伊丹空港（本年７月に予定されている両空港の経営統合後、でき
るだけ早期に、コンセッションの実現を目指す）

・国管理２７空港等（「民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に
関する法律案」を本年３月に提出）関する法律案」を本年３月に提出）

②港湾運営会社制度の活用
・国際戦略港湾・国際拠点港湾における港湾運営会社制度の活用による効率的な港湾運営の実現

③案件形成の推進

【平成２３年度】

・新たなＰＰＰ／ＰＦＩ事業の案件形成等
に関する調査 補助（２９件）を実施

【平成２４年度】

・官民連携インフラファンドの活用や被災地におけるＰＰＰ／ＰＦＩ
の活用も含め 公募を踏まえて案件形成の調査 補助を実施に関する調査・補助（２９件）を実施

（例：道路包括的維持管理検討、下水道コン

セッション導入検討 等）

の活用も含め、公募を踏まえて案件形成の調査・補助を実施

・大都市圏における空港アクセス鉄道の改善方策について、ＰＰ
Ｐの導入等の調査を実施

・建築物の耐震化など都市機能の更新に民間資金を導入するため、倒産隔離型の不動産特定共同事業を実施
するための制度基盤を整備。

民間資金の活用による都市機能の更新

・ UR（都市再生機構）の活用は、低炭素・循環型都市構造の実現、安全・防災性の高い都市空間の形成等に関
し、企画・コーディネートに係るノウハウ活用、UR保有の既存団地の再生に対する民間投資の促進等を推進。

ＵＲの活用
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観光立国の推進とサービス業の国際展開
（注１）2011年3月12～31日（前年比）
（注２）2012年3月（前々年比） 訪日外国人旅行者数 2010年3月12日~31日－2011年2月

2011年/2012年

観光立国の推進

・訪日外国人旅行者数の減少幅は回復傾向。震災直後
の▲73%（注１）から直近の▲4.4%（注２）まで回復。
中国からの訪日外客数も順調に回復（2012年3月
前々年比5 7%増 3月として過去最高） 70
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前々年比5.7%増。3月として過去最高）。

・新たな「観光立国推進基本計画」（2012年3月30日
閣議決定）に基づき、国内旅行観光消費額を2016年
までに30兆円に拡大（2010年23 8兆円）
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までに30兆円に拡大（2010年23.8兆円）。
〈施策の柱〉
①国内外から選好される魅力ある観光地域づくり ②オールジャパンによる訪日プロモーションの実施
③国際会議等のＭＩＣＥ分野の国際競争力強化 ④休暇改革の推進
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3月12日～31日 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

・訪日外国人旅行者数については、現状（622万人：2011年）の約3倍増となる目標（ 2016年までに1,800万人）
を掲げ、急速に経済成長するアジアの観光需要を取り込む。

・2010年の国際会議開催件数で 日本はシンガポールを抜いてアジアで第1位（世界2位）。MICE分野の国際2010年の国際会議開催件数で、日本はシンガポ ルを抜いてアジアで第1位（世界2位）。MICE分野の国際
競争力の更なる強化を図る。

「防災パ ケ ジ の取組みをはじめ 我が国の優れた制度 基準 技術 運用ノウ ウ等のソフトインフラに

サービス産業の国際展開支援
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・「防災パッケージ」の取組みをはじめ、我が国の優れた制度・基準、技術・運用ノウハウ等のソフトインフラに
ついて積極的に国際展開を推進。

・物流企業の国際展開の積極的支援、東アジア地域におけるボーダレスな物流ネットワークの構築、物流情報
可視化の推進等グロ バル サプライチ ンの深化に対応した物流政策を推進 3可視化の推進等グローバル・サプライチェーンの深化に対応した物流政策を推進。

・アジア等の膨大なインフラ需要を取り込むため、事業初期段階からの官民一体となった案件の発掘、他業界との
連携、我が国建設業が有する優れた技術の紹介、人材育成等を通じて建設産業の海外展開を政府をあげて支援。3


